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本稿においては，知的財産権侵害に対する差止請求権の行使の一態様である，廃棄等請求（特許法

100 条 2 項，著作権法 112 条 2 項など）について検討する。通説的見解によれば，廃棄等請求は，停

止・予防請求（特許法 100 条 1 項，著作権法 112 条 1 項など）に伴ってなされる必要があり，単独請

求はできないとされている。しかしながら，廃棄等請求が侵害行為の停止のための具体的な措置を求

めるものであって，当該措置によって差止めが実現し，かつ侵害者に一般的・抽象的な停止や予防を

求めることが不適切であるような一定の場合には，廃棄等請求の単独請求を認めるべきである。確か

に，特許法 100 条 2 項など，廃棄等請求を定める条文においては，「前項の規定による請求をするに

際し」との文言がみられるが，この文言については，単に侵害行為の停止や予防の必要性があること

を指すものと解すべきであろう。単独請求が認められるべき具体的な場面としては，例えば動画投稿

サイト運営事業者に対して，著作権を侵害する投稿の削除を著作権者が求める場面が考えられる。こ

のようなケースでは，動画のアップロード（送信可能化）はユーザーが行っているのであり，運営者に

対しては投稿の削除のみを命じれば足りる。また，オンラインのショッピングモールの出店者の行為

に起因する商標権侵害に対して，当該ショッピングモール運営者を侵害の主体として商標権者が救済

を求めるような場合にも，問題の出店者のページの削除のみを命ずれば十分なケースが多いであろう。

更に，不正競争防止法上の営業秘密の侵害が問題となるケースで，営業秘密の使用の停止・予防のみ

では抽象的に過ぎるような場合に，一定の使用は防止しうるような具体的な措置のみを求める請求の

みを認容するというようなことも考えられる。 

 
 

1．はじめに 

特許法，著作権法，不正競争防止法等の各種

知的財産法には，差止請求に関する規定がある

（特許法 100 条，著作権法 112 条，不正競争防

止法 3 条など）。それらの規定においては第 1

項において侵害の停止・予防請求が，第 2 項に
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おいて侵害組成物の廃棄等を求める請求（以下，

この請求を総じて「廃棄等請求」という）が規

定されている。この廃棄等請求については，差

止請求権の行使を実効あらしめるものであって，

かつ，それが差止請求権の実現のために必要な

範囲内のものであることを要するものと解され

ており1），後述の通り通説的見解によれば廃棄
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等請求単独での請求は認められないとされてい

る。 

本稿はこのような見解に疑問を呈し，一定の

場合には廃棄等請求単独での請求が認められる

べきことを主張し，これをもって知的財産権侵

害に対してより柔軟かつ適切な救済が認められ

るための議論に貢献しようとするものである。 

 

2．廃棄等請求の単独請求の可否 

2.1 各種知的財産法における差止請求権 

旧特許法においては，差止請求についての明

文の規定を有していなかったが，権利の排他性

を根拠に「物権的請求権」として，侵害行為の

「排除」請求や，侵害組成物の廃棄等の請求が

主観的要件を課すことなく認められていた2）。

物権へのアナロジーで知的財産権を捉えようと

するアプローチ自体は，今日の知的財産法学に

おいて当然視されるべきものでは無いが3），排

他権として特許権を捉える以上は4），後述の人

格権と同様，上記のような請求を認めるのは当

然の帰結であり，このこと自体は今日でも支持

されうるものであろう。 

現行特許法（昭和 34 年法）においては，上記

の「物権的請求権」を明文化する趣旨で，「差

止請求権」に関する規定として，侵害行為の停

止や侵害組成物の廃棄等請求に関する規定（100

条）が設けられた5）。特許庁の所管する他の産

業財産権法である実用新案法，意匠法，商標法

においても同様である。 

著作権法も，旧法では差止請求権に関する明

文の規定を有しておらず，解釈により「物権的

請求権」が認められていた。現行法（昭和 45 年

法）においては，これを明文化し，差止請求権

に関する規定として 112 条が置かれ，同条 1 項

に侵害停止請求・予防請求が規定され，2 項で

その具体的内容についての請求である廃棄等請

求が規定された6）。 

不正競争防止法に関しては，旧不正競争防止

法（昭和 9 年法律第 14 号）の制定当初から，1

条 2 項において，不正競争に対し損害賠償に代

えて，又は損害賠償とともに差止めを命ずるこ

とができる旨規定していた（損害賠償や差止め

請求のためには不正競争の目的が要件となって

いた。同法 1 条 1 項柱書）。その後，昭和 25 年

改正により差止請求権が柱書に規定されるよう

になり（不正競争目的要件もこのときに削除），

請求権者が「被害者」から「営業上ノ利益ヲ害

セラルル虞アル者」に改められた。その後，平

成 2 年改正により，営業秘密に関する不正行為

が不正競争の類型として創設され，この不正競

争に対してのみ廃棄等請求権が定められた（1

条 4 項）。ただし，この改正以前から，不正競

争に対する差止請求権の行使の一環として，侵

害の停止や予防に必要な行為を請求することが

できるとされており7），この改正は営業秘密の

不正行為に関しては廃棄等請求が特に重要であ

ることに鑑みて，これを明示する趣旨でなされ

たものである8）。更にその後，同法の平成 5 年

の全面改正により，全ての不正競争に対して廃

棄等請求が明文化された（3 条 2 項）。 

以上概観したとおり，特許法や著作権法など

の権利付与型の各知的財産法においては，その

「権利」の性質上，侵害行為の停止・予防や侵

害組成物の廃棄等が本来明文の規定が無くとも

認められるものであり，このことを確認する趣

旨で特許法 100 条等の規定が置かれている。権

利付与型で無い不正競争防止法の場合は，差止

請求については明文の規定なくしては認められ

ないが，旧不正競争防止法のように明文で差止
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請求を認める以上は，単に侵害行為の停止や予

防の請求のみならず，それに必要な作為の請求

も当然に差止請求に包含されることになり，こ

ちらについては（「差止め」さえ規定されてい

れば）特に明文の規定を要しないということに

なる。 

これらのことからわかるように，「差止請求

権」という概念は侵害行為の停止・予防請求権

や侵害組成物の廃棄等請求権の両方を含む概念

であり，要するに侵害行為の停止や予防に必要

な作為・不作為を相手方に請求できる権利の総

体を指すものといえる。特許法 100 条や不正競

争防止法 3 条等の各条文の見出しが「差止請求

権」となっていることは，このような理解に基

づくものといえる9）。 

 

2.2 人格権・人格的利益侵害に対する差止

請求権 

民法（学）上，情報の利用行為に対して差止

請求が認められる例として，人格権ないし人格

的利益の侵害を挙げることができる。北方ジャ

ーナル事件最高裁判決10）は，「人格権としての

名誉権」の侵害者に対しては，「現に行われて

いる侵害行為を排除し，又は将来生ずべき侵害

を予防するため，侵害行為の差止めを求めるこ

とができる」と判示しており，その理由として

「人格権としての名誉権は，物権の場合と同様

に排他性を有する権利というべきであるから」

と述べている（人格権の性質論には本稿では立

ち入らず，この権利が排他権であることを所与

として論を進める）。 

近時の最高裁判例である，最判令 4・6・24 令

和 2 年（受）1442［ツイッター投稿記事削除請

求］は，「個人のプライバシーに属する事実を

みだりに公表されない利益は，法的保護の対象

となるというべきであり，このような人格的価

値を侵害された者は，人格権に基づき，加害者

に対し，現に行われている侵害行為を排除し，

又は将来生ずべき侵害を予防するため，侵害行

為の差止めを求めることができるものと解され

る」と述べた上で，一定の場合には SNS 運営者

に対して投稿の削除を求めることができるとし

て，投稿削除を命じた原判決を維持している。

この事件においては，「差止め」の内容として，

投稿の「削除」という作為請求のみがなされ，

これが認められている。SNS 運営者は投稿者で

はないため，同運営者自身が投稿をするおそれ

はなく，仮に投稿禁止の一般的な義務を課され

たとしても当該投稿の削除以外には実質的にで

きることはないことなどから，妥当な救済であ

ったといえる11）。 

以上要するに，人格権・人格的利益の侵害が

問題となる場面においては，救済の必要性や適

切性の観点から，「差止請求」として一定の作

為（削除等）請求のみがなされ，それが認容さ

れることがある。 

 

2.3 単独請求の可否 

（1）議論状況等 

特許法 100 条 2 項や不正競争防止法 3 条 2 項

など，各種知的財産法の廃棄等請求の規定にお

いては，「前項の規定による請求をするに際し」

との文言が存在する。このことから，廃棄等請

求は，停止・予防請求（特許法 100 条 1 項など）

が伴っていることが必要であり，単独で廃棄等

請求ができないとするのが通説である12）。 

学説の中には，「過去に行われた侵害の効果

を減じること」も廃棄等請求の目的に含まれる

として，同請求を単独でなしうるとするものが

ある13）。しかし，そのような趣旨を該当規定の
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文言から読み取るのは困難であるし，そもそも

相手方が侵害に用いる他に用途のない物品や機

器を保持している場合には，侵害行為自体は停

止しているとしても将来再開するおそれがある

と判断される可能性は高いため，停止・予防請

求が難しい場合はまれであろう。 

筆者は，この立場とは異なる理由で，廃棄等

請求の単独請求が認められる場合はあり得ると

考えている。その理由は次の通りである。 

 

（2）単独請求を認めるべき場合 

上述の通り，廃棄等請求は差止めを実現する

具体的な手段についての請求として位置づけら

れるものであるから，停止・予防請求の伴わな

い廃棄等請求は想定されておらず，「前項の規

定による請求をするに際し」との文言はそのよ

うな考えの現れといえるかもしれない。しかし

ながら，通説が見逃していると思われるのが，

廃棄等請求のみで侵害の停止・予防が十分に達

成できる可能性である。 

例えば著作権の 1 つである展示権（著作権法

25 条）侵害について考えてみよう。展示権侵害

に対する差止めとしては，現在の展示行為の停

止（著作権法 112 条 1 項），将来の展示行為の

禁止（同），展示物の撤去（同条 2 項）及び展

示物の廃棄（同）が考えられる。これらのうち，

展示物の撤去は現在の展示行為の停止の具体的

な手段であり，撤去がなされれば侵害行為の停

止は実現する。展示物の廃棄請求については，

当該展示物が屋外の場所に恒常的に設置する

（著作権法 46 条 2 項）以外の（適法）用途が考

えにくいなど，差止請求権の実現のために必要

な範囲内のものといえるのであれば，認容され

ることとなろう。仮にこの撤去請求と廃棄請求

のいずれか一方ないし両方が認められることに

よって，将来的に当該展示物と同一の物が展示

される具体的なおそれが解消されるのであれば

（例えば展示物が巨大な物で，廃棄されれば同

じ物を再び作成する費用が非常に大きいなどの

ケースが考えられる），著作権法 112 条 1 項の

請求を附帯させることは不要なはずである14）。 

それどころか，このような場合に停止・予防

請求を附帯させることは，抽象的な不作為義務

を侵害者に無用に課すこととなり，妥当ではな

い。差止請求権は非常に強力な権利であり，だ

からこそ，停止・予防請求についてはその具体

的な必要性が無い限りは認めない運用がなされ

てきている15）。その趣旨を貫徹するためには，

廃棄等請求が認容されてもなお侵害者に不作為

義務を負わせるべき具体的な必要性が無い限り

は，停止・予防請求が認められるべきでないと

いうことになろう16）。 

既に述べたとおり，差止めについての明文の

規定を持たない人格権侵害のケースにおいては，

差止めの実現のために必要な作為請求のみがな

され，それが認容されることがある。仮に特許

法や著作権法に差止請求権についての規定が存

在しないままであったなら，これと同様に，廃

棄等で必要かつ十分な救済となるのであれば，

廃棄等請求のみを認容するというのが妥当な解

釈といえるだろう。従前から明文の規定なしで

認められていた差止請求権について確認する趣

旨で設けられた規定があるがために，上記のよ

うな解釈が妨げられることがあるとすれば，問

題であろう。 

また，過剰差止めとならないように停止や予

防の対象行為を特定することが困難な場合に，

廃棄等請求として一定の予防的な措置のみ認め

るという場合も考えられるように思われる。こ

れについては，今後の課題として後述する。 
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（3）差止請求権の規定の解釈 

以上に述べたことを前提に，特許法 100 条等

の差止請求の規定をいかに解すべきかについて

述べる。 

まず問題となるのは，廃棄等請求が単独でな

されている場合の，同請求の根拠規定（特許法

100 条 2 項等）における「前項の規定による請

求をするに際し」との文言の解釈であろう。こ

れについては，次のように解すべきである。 

問題となる廃棄等請求が，前述した展示物の

撤去の例のように，現在の侵害行為の停止や将

来の侵害行為の予防の具体的な手段となってい

る場合には，実質的には停止・予防請求もなさ

れているものと評価することができる。もっと

も，そのような停止・予防請求に必要性が認め

られないのであれば，その実現手段である廃棄

等請求も認めるべきでない。現に停止請求がな

されている場合には特許法 100 条 1 項等の停

止・予防請求の規定の解釈として停止による差

止めの必要性を否定すべきところであるが，停

止・予防請求が現になされていない場合には，

「前項の規定による請求をするに際し」の解釈

で停止・予防の必要性について判断すべきこと

となろう。 

以上をまとめると，「前項の規定による請求

をするに際し」との文言については，①当該廃

棄等請求を実現手段とする侵害行為の停止・予

防請求が実質的になされていると認められるこ

と，及び②その停止・予防請求に必要性が認め

られること，の 2 つを要求するものとして解釈

すべきということとなる。この①②の両方が認

められる限り，現に停止・予防請求がなされて

いないことのみをもって廃棄等請求を棄却する

のは不当であろう17）。 

次に，廃棄等請求に伴って現に停止・予防請

求がなされている場合について述べる。この場

合，停止・予防の必要性が認められる場合であ

っても，廃棄等請求を認めることで十分に停止・

予防が達成される場合には，廃棄等請求のみを

認容すべきである。停止・予防請求の根拠規定

（特許法 100 条 1 項等）及び廃棄等請求の根拠

規定（同 2 項等）のいずれも権利者が「請求す

ることができる」と規定しているにすぎないの

であるから，権利者が停止・予防請求をしたか

らといって，裁判所が判決主文において必ず停

止・予防を命じなければならないわけではない。

従って，上記のように解して廃棄等請求のみを

認めることに文言上の障害は特にないものとい

えよう。 

 

3．単独請求を認めるべきケースの具

体例 

3.1 単独請求を認めることの実益 

以上述べたとおり，一定の場合には単独での

廃棄等請求が認められるべきこととなるが，こ

のようなケースは実際上は少なく，ほとんどの

ケースで停止・予防請求に伴って廃棄等請求が

認められるものと思われる。しかし，具体的に

廃棄等請求の単独請求が認められるべきケース

として，次に述べるようなものが考えられるた

め，本稿でこれまでに示した解釈論は実務上も

有意義なのではないかと思われる。 

 

3.2 プラットフォーマーへの請求 

（1）投稿削除 

①掲示板運営者に対する公衆送信権侵害の差

止め 

インターネット上の掲示板の運営者に対して

著作権侵害に当たる書込みの削除等が請求され
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た，東京高判平 17・3・3 判時 1893 号 126 頁［2

ちゃんねる］は，「自己が提供し発言削除につ

いての最終権限を有する掲示板の運営者は，こ

れに書き込まれた発言が著作権侵害（公衆送信

権の侵害）に当たるときには，そのような発言

の提供の場を設けた者として，その侵害行為を

放置している場合には，その侵害態様，著作権

者からの申し入れの態様，さらには発言者の対

応いかんによっては，その放置自体が著作権侵

害行為と評価すべき場合もあるというべきであ

る」との規範の下，本件における掲示板運営者

について，問題の書き込みを「掲示板上におい

て公衆送信可能状態に存続させあるいは存続可

能な状態にさせたままにしている者として，著

作権侵害の不法行為責任を免れない」としてい

る。判決はこのことを前提に，問題となった発

言について「自動公衆送信又は送信可能化して

はならない」との差止請求を認容している。 

本件の掲示板運営者は，掲示板での発言をし

た者ではなく，その発言を放置したことで侵害

者と評価されているのであるから，その差止め

のための具体的な手段（放置を停止させるため

の具体的な手段）としては，発言の削除が考え

られる。そして，発言が削除されれば，掲示板

運営者自身がその掲示板で同じ発言をするおそ

れがあるとは通常考えがたいので，前掲最判令

4・6・24［ツイッター投稿記事削除請求］のケ

ースと同様，削除によって差止めの目的は達成

されるのではなかろうか。そうであれば，「自

動公衆送信又は送信可能化してはならない」と

いった抽象的な主文よりも，端的に削除を命ず

る方が適切であったように思われる。 

本件においては著作権法 112 条 2 項の請求は

なされていなかったが，本件での削除は侵害の

停止・予防のための具体的な手段であり，「自

動公衆送信又は送信可能化してはならない」と

いう抽象的な命令を具体化したものにすぎない

こと（故に，著作権者の停止請求に実質的に含

まれていること）や，上述の旧不正競争防止法

の例のように，差止めを認める規定（著作権法

112 条 1 項）がある以上は，そのための具体的

な手段を命ずる廃棄等請求は明文の規定が無く

とも認められるべきものであることに鑑みれば，

明示的に 112 条 2 項請求がなされていないこと

は，削除のみを命ずることの障害とはならない

ように思われる。 

 

②補論：自動公衆送信の差止めのありかた 

そもそも，著作権法上の公衆送信（著作権法

2 条 1 項 7 号の 2）のうち，自動公衆送信（同条

同項 9 号の 4）は，機械によって自動的に達成

されるものであるから，自動公衆送信の主体は，

継続的な自動送信の「放置」という不作為の「主

体」ということとなろう18）。つまり，著作権法

112 条 1 項の下で自動公衆送信の停止を求める

場合には，「放置の停止」という何らかの作為

を必然的に要求していることとなり，そのよう

な作為とは，通常はデータの削除となろう。そ

うすると，上記のような掲示板運営者のケース

のみならず，自動公衆送信が問題となる事案に

おいては，「放置の停止」などという具体性を

欠くことを命ずるのではなく，削除を命ずる方

が明確であり，望ましいといえよう19）。 

また，アップロードした本人に請求するよう

な場合には将来の自動公衆送信を予防する必要

が生ずるが，その場合であっても「自動公衆送

信してはならない」などとして将来的な自動送

信の「放置」の禁止を命ずるのではなく，その

前段階である送信可能化（著作権法 2 条 1 項 9

号の 5）の禁止のみを命ずれば十分であろう20）。
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以上から，一般的に「自動公衆送信してはなら

ない」との請求の趣旨や判決主文は不適切な場

合が多いのではないかと思われる。 

 

（2）ショッピングモール運営者に対する商標

法上の請求 

大阪高判平 29・4・20 判時 2345 号 93 頁［石

けん百貨］は，インターネットショッピングモ

ール「楽天市場」の運営者に対し，Google 等の

検索結果表示画面に表示される検索連動型広告

において登録商標を構成する文字列である「石

けん百貨」等を表示することの差止め等を商標

権者が求めた事案である。本件では運営者が当

該モールの取扱商品に関連する大量のキーワー

ドについて検索連動型広告に出稿しており，同

広告をクリックすると，当該モール内での当該

キーワードでの検索結果表示画面に遷移するよ

うになっていた。そのキーワードの中に文字列

「石けん百貨」も含まれており，当該文字列の

表示される検索連動型広告をクリックして遷移

する先の当該モールのページにおいて，登録商

標の指定商品に含まれるある出店者の商品が一

時期表示されていた。このような表示がなされ

た原因は，当該出店者が当該モールの出店契約

に違反して，隠し文字として当該文字列をサイ

トに記載していたことであった。 

判決は，一般論として，「〔モール運営者〕

が……『石けん百貨』との表示を含む検索連動

型広告のハイパーリンク先の……画面において，

登録商標である『石けん百貨』の指定商品であ

る石けん商品の情報が表示された場合には，…

…〔モール運営者〕が当該状態及びこれが商標

の出所表示機能を害することにつき具体的に認

識するか，又はそれが可能になったといえるに

至ったときは，その時点から合理的期間が経過

するまでの間に NG ワードリストによる管理等

を行って，『石けん百貨』との表示を含む検索

連動型広告のハイパーリンク先の……画面にお

いて，登録商標である『石けん百貨』の指定商

品である石けん商品の情報が表示されるという

状態を解消しない限り」（下線部は筆者），運

営者が商標権侵害の主体となる旨述べ，運営者

が合理的期間内に問題の状態を解消したことを

持って，同運営者の責任を否定している。 

上記判断の下線部は，検索連動型広告のクリ

ック先の画面における侵害状態が解消されるの

であれば，必ずしも検索連動型広告への出稿自

体を停止しなくともよいことを示唆している

（「NG ワードリスト等による管理」は出稿の中

止を指すものと思われるが，これに「等」がつ

けられているので，他の手段でもよいのであろ

う）21）。一般的に，検索連動型広告のクリック

先の画面で出店者の商品が表示される場合に，

その全てが侵害であるとは限らない。商標的使

用論（又は商標法 26 条 1 項 6 号）により非侵害

となる場合や22），真正商品の販売であれば商標

機能論23）により非侵害となる余地がある。 

そうすると，検索連動型広告のクリック先の

画面で表示される出店者の商品のうち，ごく一

部が侵害を構成するに過ぎないような場合も考

えられる。そのような場合に検索連動型広告へ

の出稿の停止を命ずることは，多くの適法な行

為を禁止することとなってしまうため，適切で

は無い。このような場合には，問題の出店者の

表示の削除のみを命ずるのが，差止めとして適

切であるように思われる。 

インターネットショッピングモール運営者に

関する別の事件として，知財高判平 24・2・14

判時 2161 号 86 頁［Chupa Chups］がある。同判

決は，出店者の行為が単独で侵害を構成するも
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のである場合に，そのことを認識すべき時点か

ら合理的期間内に問題の出店ページの削除をモ

ール運営者に求めている（結論として運営者の

侵害主体性否定）。このようなケースで，仮に

モール運営者が問題となっている出店ページを

削除すること無く，侵害の成立について争い，

結果として侵害主体性が肯定された場合，運営

者自体は侵害品譲渡等を直接行っているわけで

はなく，将来的に行う可能性も通常は無いとい

えるから，上記の掲示板運営者のケースと同様，

差止めの内容としては出店ページの削除のみと

するのが適切であるように思われる。 

 

3.3 今後の課題：「ないよりマシ」な救済 

知財高判平 29・9・13 平成 29 年（ネ）10020

［パチンコ・スロット用ソフトウェア］におい

ては，控訴人（原告）が，被控訴人（被告）の

行為（控訴人保有の本件開発データを持ち出し

たこと）が不正競争防止法 2 条 1 項 4 号の営業

秘密の不正取得に当たるとした上で，同法 3 条

1 項の差止請求として，被控訴人がパチンコ・

スロットの販売及び開発を行っている会社にお

いてプログラマー及びその他の職種として業務

に従事することの予防請求がなされた。判決は，

「被控訴人がパチンコ・スロットの販売及び開

発を行う会社の業務に従事すれば，当然に本件

開発データの使用等に及ぶ蓋然性が高いといっ

た特段の事情がある場合には」上記のような差

止めが認められることを一般論としては肯定し

つつ，本件ではそのような事情は認められない

として控訴人の上記請求を棄却している。 

本判決の上記のような一般論については，仮

に上記のような特段の事情が認められる場合で

あっても，期間制限が設けられていないことや，

差止対象の業務には営業秘密とは無関係の業務

が含まれることから，過大な請求であって許さ

れないとの批判がある24）。この批判は基本的に

は正当であると思われるが，他方で，営業秘密

の使用態様について強制執行の範囲が明確にな

るように具体的に特定することが困難で，かつ，

一般的な停止・予防請求では過剰な差止めとな

るようなケースはありうるように思われる。こ

のようなケースで，特定の業務に従事すれば必

ず営業秘密の使用が行われるという関係が認め

られるのであれば，期間を十分に限定した上で，

業務従事の禁止を命ずることは検討されてよい

ように思われる。このような形で，問題の営業

秘密の使用行為の少なくとも一部については差

止め（いわば「ないよりマシ」な救済）を認め

ることにより，不正競争行為者の行動の自由と

営業秘密保有者の利益のより適切な調整がなさ

れうるように思われるからである。この点の詳

細な検討は，今後の課題としたい。 

なお，「特定の業務に従事することの禁止」

自体は，不正競争行為である営業秘密の使用そ

のものではなく，また，当該業務への従事は行

為者本人ではなく雇用主の判断でなされるもの

であることが多いであろうから，具体的な差止

めの内容としては，不正競争防止法 3 条 2 項に

基づいて，一定期間特定の業務を命じないよう

に雇用主に対する通知を（判決文を添付して）

することを命ずることなどが考えられよう。 

 

4．おわりに 

以上述べた通り，一定の場合には単独での廃

棄等請求が認められるべきである。本稿におい

ては単独請求が認められるべき一部の例を示し

たにとどまり，今後の課題として示した「ない

よりマシ」な救済をはじめとして，検討に不十
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分な点が残されている。この検討については他 日を期すこととしたい。 
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年）。 
22） 宮脇正晴「インターネット上の著名商標保護」パテン

ト 72 巻 4 号（別冊 21 号）168 頁（2019 年）参照。 
23） 検索連動型広告が問題となった例ではないが，輸入品

の広告への商標の使用行為につき，商標機能論により

商標権侵害を否定した例として，知財高判平 30・2・7
平成 28（ネ）10104［NEONERO］。 

24） 山根崇邦「営業秘密侵害と差止請求」パテント 75 巻

別冊 27 号 26-27 頁（2022 年）。 


